
平
成
二
十
九
年
五
月
十
九
日
受
領

答

弁

第

二

九

九

号

内
閣
衆
質
一
九
三
第
二
九
九
号

平
成
二
十
九
年
五
月
十
九
日

内
閣
総
理
大
臣

安

倍

晋

三

衆

議

院

議

長

大

島

理

森

殿

衆
議
院
議
員
井
坂
信
彦
君
提
出
義
務
教
育
の
無
償
制
度
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
井
坂
信
彦
君
提
出
義
務
教
育
の
無
償
制
度
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
か
ら
三
ま
で
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
「
義
務
教
育
の
無
償
の
範
囲
」
に
つ
い
て
は
、
憲
法
に
お
い
て
は
、
憲
法
第
二
十
六
条
第
二
項
が
「
義
務
教
育

は
、
こ
れ
を
無
償
と
す
る
」
と
規
定
し
て
お
り
、
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
最
高
裁
判
所
の
判
例
に
お
い
て
、
「
授
業
料
不
徴
収

の
意
味
と
解
す
る
の
が
相
当
で
あ
る
」
（
最
高
裁
判
所
昭
和
三
十
九
年
二
月
二
十
六
日
大
法
廷
判
決
、
民
集
十
八
巻
二
号
三

百
四
十
三
頁
）
と
さ
れ
て
お
り
、
同
項
の
規
定
を
受
け
て
、
教
育
基
本
法
（
平
成
十
八
年
法
律
第
百
二
十
号
）
第
五
条
第
四

項
及
び
学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
六
条
た
だ
し
書
に
お
い
て
、
義
務
教
育
に
つ
い
て
は
授
業
料

を
徴
収
し
な
い
旨
を
規
定
し
て
い
る
と
承
知
し
て
い
る
。
ま
た
、
法
律
に
お
い
て
は
、
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
科
用
図
書
の

無
償
措
置
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
八
十
二
号
）
に
お
い
て
、
義
務
教
育
諸
学
校
に
お
い
て
使
用
す
る
教

科
用
図
書
の
無
償
措
置
を
定
め
て
い
る
も
の
と
承
知
し
て
い
る
。

ま
た
、
お
尋
ね
の
「
学
校
運
営
に
要
す
る
費
用
」
及
び
「
学
級
運
営
に
必
要
な
経
費
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も

明
ら
か
で
は
な
い
が
、
一
般
論
と
し
て
、
義
務
教
育
諸
学
校
の
管
理
運
営
に
係
る
経
費
の
保
護
者
等
へ
の
転
嫁
に
つ
い
て

は
、
学
校
教
育
法
第
五
条
及
び
地
方
財
政
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
号
）
第
二
十
七
条
の
四
の
規
定
を
踏
ま
え
、
ま

一



た
、
住
民
の
税
外
負
担
の
解
消
の
観
点
か
ら
安
易
に
保
護
者
等
に
負
担
転
嫁
を
す
る
こ
と
は
適
当
で
は
な
い
こ
と
に
留
意
し

て
、
各
学
校
の
設
置
者
に
よ
り
判
断
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
。

二


